
令和５年度予算における、施設の強靱化に関する主な事業内容及び金額

駐屯地等名 主な事業内容 駐屯地等名 主な事業内容 駐屯地等名 主な事業内容

名寄 給水施設 約 2 億円 網走 排水施設 約 5 億円 松島 飛行場施設 約 9 億円

稚内 整備工場 約 13 億円 根室 空調設備 約 1 億円 秋田 飛行場施設 約 7 億円

礼文 局舎 約 9 億円 当別 管路等の更新 約 1 億円 加茂 空調設備 約 3 億円

留萌 事務所 約 0.5 億円 奥尻島 管路等の更新 約 2 億円 神町 空調設備 約 16 億円

旭川 庁舎 約 41 億円 襟裳 管路等の更新 約 2 億円 福島 訓練施設 約 3 億円

滝川 隊舎 約 4 億円 八雲 管路等の更新 約 1 億円 郡山 隊庁舎 約 34 億円

上富良野 隊庁舎 約 47 億円 青森 空調設備 約 1 億円 大滝根山 管路等の更新 約 0.2 億円

釧路 体育館 約 1 億円 弘前 空調設備 約 1 億円 勝田 空調設備 約 0.5 億円

標津 空調設備 約 6 億円 八戸 飛行場施設 約 30 億円 土浦 照明設備 約 3 億円

岩見沢 庁舎 約 25 億円 大湊 火薬庫 約 24 億円 霞ヶ浦 飛行場施設 約 0.8 億円

丘珠 飛行場施設 約 0.4 億円 下北 試験棟 約 6 億円 古河 給水施設 約 9 億円

東千歳 隊庁舎 約 19 億円 三沢 飛行場施設 約 31 億円 百里 格納庫 約 45 億円

帯広 飛行場施設 約 0.4 億円 車力 管路等の更新 約 2 億円 北宇都宮 空調設備 約 0.9 億円

足寄 空調設備 約 0.7 億円 東北町 管路等の更新 約 2 億円 宇都宮 空調設備 約 5 億円

北恵庭 橋梁 約 29 億円 岩手 空調設備 約 8 億円 相馬原 整備工場 約 5 億円

島松 空調設備 約 0.6 億円 山田 管路等の更新 約 1 億円 吉井 空調設備 約 1 億円

幌別 通信設備 約 2 億円 霞目 飛行場施設 約 0.4 億円 新町 防災対策 約 0.4 億円

静内 訓練施設 約 14 億円 多賀城 空調設備 約 1 億円 大宮 隊舎 約 2 億円

函館 用地廃止調査 約 3 億円 大和 防災対策 約 0.9 億円 熊谷 浴場 約 3 億円

余市 防災対策 約 2 億円 仙台 隊庁舎 約 7 億円 入間 管路等の更新 約 213 億円

千歳 隊舎 約 57 億円 反町 空調設備 約 0.6 億円 大井 給水施設 約 0.6 億円

長沼 管路等の更新 約 1 億円 船岡 空調設備 約 2 億円 防衛医科大学校 学生舎 約 29 億円

事業額 事業額 事業額

注1　事業額は契約ベースで示している。
注2　計数は四捨五入により示している。
注3　同一地区内に複数機関の施設が所在する場合がある。
注4　その他、約289億円（全国の基地・駐屯地を対象とした最適化調査など）を計上している。

令和５年４月１９日

防 衛 省

出典：防衛省提出資料
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令和５年度予算における、施設の強靱化に関する主な事業内容及び金額 令和５年４月１９日

防 衛 省

駐屯地等名 主な事業内容 駐屯地等名 主な事業内容 駐屯地等名 主な事業内容

松戸 庁舎 約 22 億円 新島 守衛所 約 0.2 億円 浜松 飛行場施設 約 18 億円

習志野 訓練施設 約 29 億円 久里浜 橋梁 約 6 億円 春日井 空調設備 約 3 億円

下志津 空調設備 約 12 億円 武山 管路等の更新 約 2 億円 守山 空調設備 約 10 億円

木更津 格納庫 約 85 億円 横須賀 病院 約 236 億円 豊川 空調設備 約 3 億円

下総 防災対策 約 14 億円 厚木 飛行場施設 約 91 億円 小牧 飛行場施設 約 8 億円

館山 整備場 約 13 億円 防衛大学校 学生舎 約 126 億円 高蔵寺 管路等の更新 約 0.8 億円

峯岡山 電気設備 約 3 億円 新発田 隊庁舎 約 0.6 億円 久居 空調設備 約 1 億円

飯岡 照明設備 約 2 億円 高田 防災対策 約 1 億円 明野 庁舎 約 36 億円

朝霞 排水施設 約 13 億円 新潟 飛行場施設 約 8 億円 笠取山 管路等の更新 約 1 億円

練馬 空調設備 約 5 億円 佐渡 電気設備 約 3 億円 白山 管路等の更新 約 0.7 億円

十条 空調設備 約 2 億円 小舟渡 局舎 約 21 億円 今津 空調設備 約 0.3 億円

市ヶ谷 空調設備 約 56 億円 富山 空調設備 約 0.3 億円 大津 隊庁舎 約 26 億円

三宿 空調設備 約 3 億円 金沢 照明設備 約 0.02 億円 福知山 空調設備 約 6 億円

目黒 試験棟 約 65 億円 輪島 局舎 約 0.7 億円 桂 空調設備 約 1 億円

小平 空調設備 約 10 億円 小松 訓練施設 約 40 億円 宇治 空調設備 約 4 億円

東立川 試験棟 約 86 億円 鯖江 空調設備 約 0.2 億円 祝園 火薬庫 約 5 億円

立川 空調設備 約 2 億円 北富士 空調設備 約 0.9 億円 大久保 空調設備 約 4 億円

硫黄島 燃料施設 約 51 億円 岐阜 整備場 約 82 億円 舞鶴 火薬庫関連施設 約 30 億円

南鳥島 飛行場施設 約 1 億円 滝ヶ原 給水施設 約 14 億円 経ヶ岬 管路等の更新 約 1 億円

父島 防災対策 約 2 億円 駒門 空調設備 約 13 億円 八尾 格納庫 約 7 億円

府中 建物解体 約 7 億円 御前崎 局舎 約 5 億円 信太山 空調設備 約 10 億円

横田 局舎 約 0.8 億円 静浜 飛行場施設 約 3 億円 川西 空調設備 約 0.7 億円

事業額 事業額 事業額

注1　事業額は契約ベースで示している。
注2　計数は四捨五入により示している。
注3　同一地区内に複数機関の施設が所在する場合がある。
注4　その他、約289億円（全国の基地・駐屯地を対象とした最適化調査など）を計上している。
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令和５年度予算における、施設の強靱化に関する主な事業内容及び金額 令和５年４月１９日

防 衛 省

駐屯地等名 主な事業内容 駐屯地等名 主な事業内容 駐屯地等名 主な事業内容

伊丹 空調設備 約 10 億円 防府北 飛行場施設 約 12 億円 佐賀 駐機場 約 1068 億円

千僧 空調設備 約 19 億円 防府南 空調設備 約 0.1 億円 背振山 局舎 約 4 億円

青野原 空調設備 約 6 億円 見島 管路等の更新 約 8 億円 対馬 倉庫 約 6 億円

姫路 隊庁舎 約 26 億円 北徳島 防災対策 約 0.2 億円 相浦 隊庁舎 約 59 億円

阪神 防災対策 約 2 億円 徳島 防災対策 約 9 億円 大村 機械設備 約 13 億円

奈良 空調設備 約 2 億円 小松島 防災対策 約 8 億円 竹松 空調設備 約 27 億円

和歌山 防災対策 約 0.6 億円 松山 倉庫 約 12 億円 佐世保 港湾施設 約 51 億円

由良 防災対策 約 0.8 億円 高知 空調設備 約 0.2 億円 海栗島 火薬庫 約 2 億円

串本 管路等の更新 約 0.6 億円 土佐清水 管路等の更新 約 1 億円 福江島 火薬庫 約 1 億円

米子 空調設備 約 9 億円 福岡 庁舎 約 24 億円 熊本 通信設備 約 0.2 億円

美保 格納庫 約 53 億円 春日 管路等の更新 約 45 億円 健軍 空調設備 約 30 億円

出雲 隊庁舎 約 22 億円 小倉 空調設備 約 18 億円 高遊原 隊庁舎 約 20 億円

高尾山 管路等の更新 約 3 億円 富野 通信設備 約 0.02 億円 北熊本 整備工場 約 1 億円

日本原 空調設備 約 0.7 億円 飯塚 空調設備 約 5 億円 別府 空調設備 約 15 億円

三軒屋 空調設備 約 6 億円 久留米 空調設備 約 8 億円 大分 構内道路 約 45 億円

海田市 排水施設 約 1 億円 前川原 通信設備 約 6 億円 湯布院 ボイラー 約 9 億円

呉 防災対策 約 20 億円 築城 庁舎 約 72 億円 玖珠 整備工場 約 23 億円

江田島 建物解体 約 10 億円 芦屋 飛行場施設 約 29 億円 佐伯 防災対策 約 1 億円

山口 空調設備 約 2 億円 高良台 空調設備 約 2 億円 えびの 通信施設 約 12 億円

岩国 防災対策 約 6 億円 太刀洗 給水施設 約 1 億円 都城 空調設備 約 11 億円

小月 防災対策 約 4 億円 目達原 庁舎 約 17 億円 高畑山 火薬庫 約 0.7 億円

下関 防災対策 約 2 億円 鳥栖 燃料施設 約 3 億円 新田原 飛行場施設 約 168 億円

注1　事業額は契約ベースで示している。
注2　計数は四捨五入により示している。
注3　同一地区内に複数機関の施設が所在する場合がある。
注4　その他、約289億円（全国の基地・駐屯地を対象とした最適化調査など）を計上している。

事業額 事業額 事業額
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令和５年度予算における、施設の強靱化に関する主な事業内容及び金額 令和５年４月１９日

防 衛 省

駐屯地等名 主な事業内容 駐屯地等名 主な事業内容 駐屯地等名 主な事業内容

川内 通信施設 約 0.9 億円 与座岳 管路等の更新 約 5 億円

国分 空調設備 約 0.6 億円

奄美 駐車場 約 41 億円

瀬戸内 火薬庫 約 74 億円

鹿屋 飛行場施設 約 8 億円

鹿児島 造修施設 約 8 億円

下甑島 火薬庫 約 1 億円

沖永良部島 管路等の更新 約 4 億円

喜界島 空調設備 約 3 億円

馬毛島 飛行場施設 約 0.3 億円

那覇 飛行場施設 約 230 億円

白川 火薬庫 約 2 億円

勝連 駐車場 約 32 億円

沖縄 防災対策 約 9 億円

知念 火薬庫 約 2 億円

八重瀬 通信施設 約 0.4 億円

南与座 火薬庫 約 2 億円

与那国 隊庁舎 約 16 億円

宮古島 火薬庫 約 81 億円

石垣 訓練施設 約 49 億円

恩納 火薬庫 約 1 億円

久米島 局舎 約 24 億円

注1　事業額は契約ベースで示している。
注2　計数は四捨五入により示している。
注3　同一地区内に複数機関の施設が所在する場合がある。
注4　その他、約289億円（全国の基地・駐屯地を対象とした最適化調査など）を計上している。

事業額 事業額 事業額

出典：防衛省提出資料
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各種脅威に対する施設の強靭化

②自衛隊施設の抗たん性の向上
（武力攻撃・テロ行為等）

①災害対処拠点となる駐屯地・
基地等の機能維持・強化
（大規模自然災害）

4

施設の強靭化

整備目標

・南海トラフ地震等による津波被害及び河川氾濫等による浸水被害が
想定される自衛隊施設について、対策を推進。

・液状化が想定される飛行場の液状化対策を推進。

・主要司令部等の地下化を推進。

・主要施設のHEMP攻撃対策を推進。

・主要施設のライフラインの多重化を推進。

・多層抗たん性向上策として、分散パッドの整備等を推進。

・火薬庫の整備や、民間燃料タンク借り上げにより、必要保管量を確保。

・ＣＢＲＮeに対する防護性能の付与として、施設の機能・重要度に応じた
構造強化、離隔距離確保等の施設再配置・集約化等を実施。

・基地・駐屯地の最適化を図ることにより、③老朽化が進む施設へ対応。

2023年4月20日　外交防衛委員会　日本共産党　山添拓　配付資料②出典：防衛省整備計画局「自衛隊施設の強靭化に向けて」より山添拓事務所作成



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 出典：「しんぶん赤旗」4月13日付けより山添拓事務所作成
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